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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第３四半期連結
累計期間

第74期
第３四半期連結
累計期間

第73期
第３四半期連結
会計期間

第74期
第３四半期連結
会計期間

第73期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 53,454 63,775 19,811 21,696 74,012

経常利益（百万円） 3,206 4,811 1,495 1,724 5,281

四半期（当期）純利益（百万円） 1,646 2,675 852 1,095 3,064

純資産額（百万円） － － 27,788 31,669 29,600

総資産額（百万円） － － 57,777 62,192 61,212

１株当たり純資産額（円） － － 1,525.921,712.301,615.57

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
93.47 149.98 48.37 61.00 173.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
84.47 134.63 43.72 55.12 157.21

自己資本比率（％） － － 46.6 49.4 46.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,113 1,758 － － 7,955

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△483 △2,502 － － △1,019

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,562 △1,454 － － △2,295

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 5,638 6,904 9,254

従業員数（人） － － 4,012 3,862 3,848

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２．売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 3,862(1,014)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。　

  

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,702(501)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

自動車部品関連事業 20,602 －

ワイヤーハーネス関連事業 596 －

福祉機器関連事業 293 －

自動車販売関連事業 194 －

合計 21,688 －

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の金額は、販売価格によっております。

３　自動車販売関連事業については、仕入実績を販売価格により記載しております。

(2）受注実績

　当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円) 前年同四半期比（％）

自動車部品関連事業 20,092 － 5,757 －

ワイヤーハーネス関連事業 751 － 1,045 －

福祉機器関連事業 289 － 22 －

自動車販売関連事業 229 － 25 －

合計 21,363 － 6,850 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

自動車部品関連事業 20,594 －

ワイヤーハーネス関連事業 596 －

福祉機器関連事業 291 －

自動車販売関連事業 212 －

合計 21,696 －

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

日本発条㈱ 2,847 14.4 3,106 14.3

テイ・エス テック㈱ 2,073 10.5 1,887 8.7
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第３四半期におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資に持ち直しがみられるなど緩やかな景気回復基調

が続いたものの、雇用・所得環境は依然厳しく、円高傾向が長期化するなか、回復ペースは鈍化しており先行きは不透

明な状況が続いております。

　自動車業界におきましては、国内市場においては、補助金制度の打ち切りによる販売の減少が見られたものの、海外

市場においては、米国では緩やかな回復が続き、中国などの新興国の販売は好調を持続しました。

　このような経営環境の中で当社グループは、「経営環境の変化を先取りし、柔軟に対応できる経営体質を構築する」

を目標に、再び成長路線へ向けて事業を展開するため、生産体制、事業構成の最適化に取り組んでまいりました。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は21,696百万円（前年同期比9.5％増）、経常利益は1,724百万円

（前年同期比15.3％増）、四半期純利益は1,095百万円（前年同期比28.5％増）となりました。

 

 セグメントの業績は次のとおりであります。

(a) 自動車部品関連事業

 自動車部品関連事業につきましては、主に中国及びタイなどのアジア地域での受注が増加したことにより、売上高は

20,594百万円、営業利益は1,873百万円となりました。

　

(b) ワイヤーハーネス関連事業

  工作機械関連機器向け受注の緩やかな回復傾向が続いており、売上高は596百万円、営業利益は14百万円となりまし

た。

 

(c) 福祉機器関連事業

　電動車いすの売上が比較的堅調に推移したことから、売上高は291百万円、営業利益は33百万円となりました。

　

(d) 自動車販売関連事業

　国内自動車販売は、補助金制度の打ち切りによる影響など依然厳しい状況が続いており、売上高は212百万円、営業損

失は7百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、10百万円（前年同期比97.9％減）、投資活動

に使用した資金は、1,398百万円（前年同期比526.1％増）、財務活動に使用した資金は、348百万円（前年同期比

80.7％増）となりました。

　この結果、当第３四半期末の現金及び現金同等物の残高は6,904百万円と前第３四半期末に比べ1,266百万円の増加

となりました。

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、10百万円の増加となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益

が1,708百万円、減価償却費が1,009百万円であったものの、売上債権の増加が1,698百万円、法人税等の支払額が1,100

百万円であったことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、1,398百万円の減少となりました。これは主として、有形固定資産の取得によ

る支出が1,012百万円であったことによるものであります。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、348百万円の減少となりました。これは主として、リース債務の返済による支

出が366百万円であったことによるものであります。　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における研究開発活動に係る費用の総額は351百万円であります。なお、当該金額には既

存製品の改良、応用等に関する費用が含まれており、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会）に規定す

る「研究開発費」は28百万円であります。

　また、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

　　いて重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,195,000

計 49,195,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,172,737 18,172,737

東京証券取引所

市場第一部

名古屋証券取引所　　　市場

第一部

単元株式数

100株

計 18,172,737 18,172,737 － －

（注）　　「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に　　よ

り発行された株式数は含まれておりません。

　　　　 

 

EDINET提出書類

株式会社今仙電機製作所(E02231)

四半期報告書

 8/30



（２）【新株予約権等の状況】

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成19年11月１日発行）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 3,000

新株予約権の数（個） 3,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,915,708

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,566

新株予約権の行使期間
自　平成19年12月３日

至　平成24年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

　　　　発行価格　　　　1,566

　　　　資本組入額　　　　783

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、本社

債に係る本新株予約権を行使することはできないものと

し、当社が本社債を買入れ当該本社債に係る社債部分を消

去した場合における当該本社債に係る本新株予約権につ

いても同様とする。また、各本新株予約権の一部について

本新株予約権を行使することはできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
本社債の社債部分と本新株予約権のうち一方のみを譲渡

することはできない。

代用払込みに関する事項
各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権に

係る各本社債を出資するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　 （注）１ 本新株予約権付社債は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に規定する行使価額修正条項付社

債券等であり、株価の下落により新株予約権の行使時の払込金額が修正され、新株予約権の行使目的となる

株式の数が増加します。修正の基準、修正の頻度及び修正後の転換価額の下限は以下のとおりであります。

      ①修正の基準及び頻度：平成21年11月13日（以下「決定日」という。）まで（当日を含む。）の株式会社東 京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含まない。）がある20連続取引日の当該普

通取引の終値の平均値（計算の結果１円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り上げた金額）が、決定

日に有効な転換価額を１円以上下回る場合

      ②修正後の転換価額の下限：当初の転換価額（1,957円）の80％（計算の結果１円未満の端数を生じた場合

は、その端数を切り上げた金額）

           当該修正条項の適用により、平成21年12月14日以降、転換価額が1,957円から1,566円へ修正されました。
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         ２  当社の決定による本新株予約権付社債の全額の繰上償還を可能とする旨の条項は以下のとおりでありま 

す。

      ①組織再編行為が当社の株主総会（株主総会の承認が不要な場合は取締役会）で承認された場合において、 

当社が、かかる承認の日までに、社債管理者に対し、承継会社等が理由の如何を問わず当該組織再編行為の効

力発生日において日本の金融商品取引所における上場会社であることを、当社としては想定していない旨を

記載し、当社の代表取締役が署名した証明書を交付した場合。

なお、組織再編行為とは、当社が消滅会社となる合併、吸収分割または新設分割（承継会社等が、本社債に基

づく当社の義務を引き受け、かつ本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交付する場合に限る。）、当社が

他の株式会社の完全子会社となる株式交換または株式移転、およびその他の日本法上の会社組織再編手続

で、かかる手続により本社債に基づく当社の義務が他の株式会社に引き受けられることとなるものを総称し

ていう。

　　　　　 ②株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含まない。）がある20連続取引日

にわたり、当該終値が当該各取引日に適用のある転換価額の130％以上であった場合、平成20年12月１日以降

いつでも、当該取引日の最終日から15日以内かつ当該償還期日に先立つ30日以上60日以下の期間内に必要な

事項を公告したうえで、その時点において未償還の本社債の全部（一部は不可）を繰上償還することができ

る。

         ３  権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

             該当事項はありません。

         ４  当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

             該当事項はありません。

         ５  当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と提出者の特別利害関係者等との間の取決めの内容

             該当事項はありません。

         ６  その他投資者の保護を図るため必要な事項 

             本新株予約権付社債は、社債間限定同順位特約付であります。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成17年10月３日発行）

 
第２四半期会計期間

（平成22年７月１日から
平成22年９月30日まで）

第３四半期会計期間
（平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等の数（個）
167 －

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 189,770　　　 －　　　

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等

（円）
880 －

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（百万円）
　　　167 　　　－

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行

使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
3,000 3,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
3,409,037 3,409,037

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等

（円）

880 880

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万

円）

3,000 3,000

　（注）　第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）までに、すべての第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に係る

新株予約権が行使されました。

　

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成19年11月１日発行）

 
第２四半期会計期間

（平成22年７月１日から
平成22年９月30日まで）

第３四半期会計期間
（平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等の数（個）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） －　　　 －　　　

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等

（円）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（百万円）
　　　－ 　　　－

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行

使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等

（円）

－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万

円）

    －     －
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

 平成22年10月１日～

 平成22年12月31日
－ 18,172 － 4,548 － 4,281

　　       

（６）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

　

（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、　　　　

　　　　記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして

おり　ます。　

 ①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

　普通株式 215,100
－  　　　　 －

完全議決権株式（その他）
  普通株式

        17,949,800
179,498 　　　　 －

単元未満株式   普通株式   7,837 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 18,172,737 － －

総株主の議決権 － 179,498 －

　（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式74株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱今仙電機製作所

愛知県犬山市字柿

畑１番地
215,100 － 215,100 1.18

計 － 215,100 － 215,100 1.18

　（注）　当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、215,263株であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,615 1,550 1,293 1,142 1,239 1,165 1,131 1,188 1,223

最低（円） 1,171 1,157 1,050 1,017 956 1,051 972 926 1,100

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
製造本部長（全工
場担当）

取締役

製造本部長（名古
屋、岐阜、春里、八百
津、可児　各工場担
当）

中島　良紀 平成22年10月１日

取締役
テネシー工場建設
プロジェクトＬＰ
Ｌ（総責任者）

取締役
製造本部長（広
島、岡山　各工場担
当）

山田　　博 平成22年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,237 9,564

受取手形及び売掛金 ※3
 22,477 19,551

たな卸資産 ※1
 5,239

※1
 4,928

その他 2,001 1,926

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 36,953 35,968

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,790 7,192

機械装置及び運搬具（純額） 5,595 6,515

その他（純額） 8,835 7,759

有形固定資産合計 ※2
 21,221

※2
 21,467

無形固定資産

その他 354 356

無形固定資産合計 354 356

投資その他の資産

投資有価証券 3,340 3,100

その他 357 356

貸倒引当金 △35 △35

投資その他の資産合計 3,662 3,421

固定資産合計 25,238 25,244

資産合計 62,192 61,212

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 13,428 12,856

1年内償還予定の社債 － 167

短期借入金 2,886 2,774

未払法人税等 539 1,854

賞与引当金 440 1,086

その他 4,900 4,228

流動負債合計 22,194 22,966

固定負債

社債 3,500 3,500

長期借入金 1,351 1,885

退職給付引当金 1,588 1,741

その他 1,887 1,519

固定負債合計 8,327 8,645

負債合計 30,522 31,611
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,548 4,464

資本剰余金 4,281 4,197

利益剰余金 22,534 20,197

自己株式 △108 △108

株主資本合計 31,255 28,752

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 988 1,061

為替換算調整勘定 △1,494 △1,108

評価・換算差額等合計 △506 △46

少数株主持分 921 895

純資産合計 31,669 29,600

負債純資産合計 62,192 61,212
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 53,454 63,775

売上原価 45,412 53,123

売上総利益 8,041 10,652

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,729 2,109

給料手当及び賞与 1,436 1,502

賞与引当金繰入額 61 59

退職給付費用 60 55

減価償却費 61 55

その他 1,399 1,552

販売費及び一般管理費合計 4,748 5,334

営業利益 3,293 5,318

営業外収益

受取利息 18 20

受取配当金 24 35

助成金収入 70 －

その他 111 148

営業外収益合計 225 204

営業外費用

支払利息 126 104

為替差損 151 560

その他 34 47

営業外費用合計 312 711

経常利益 3,206 4,811

特別利益

固定資産売却益 2 3

補助金収入 25 －

特別利益合計 27 3

特別損失

固定資産処分損 53 57

投資有価証券評価損 69 2

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12

特別損失合計 122 72

税金等調整前四半期純利益 3,110 4,742

法人税、住民税及び事業税 1,359 1,751

法人税等調整額 99 262

法人税等合計 1,458 2,013

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,729

少数株主利益 6 53

四半期純利益 1,646 2,675
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 19,811 21,696

売上原価 16,357 18,011

売上総利益 3,454 3,684

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 689 699

給料手当及び賞与 431 451

賞与引当金繰入額 61 59

退職給付費用 19 21

減価償却費 21 18

その他 450 515

販売費及び一般管理費合計 1,674 1,765

営業利益 1,779 1,919

営業外収益

受取利息 5 6

受取配当金 8 10

その他 35 37

営業外収益合計 48 54

営業外費用

支払利息 42 32

為替差損 279 207

その他 10 9

営業外費用合計 333 249

経常利益 1,495 1,724

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券評価損戻入益 6 7

特別利益合計 6 7

特別損失

固定資産処分損 22 23

特別損失合計 22 23

税金等調整前四半期純利益 1,479 1,708

法人税、住民税及び事業税 411 192

法人税等調整額 205 400

法人税等合計 616 593

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,115

少数株主利益 11 20

四半期純利益 852 1,095
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,110 4,742

減価償却費 3,374 2,983

退職給付引当金の増減額（△は減少） △50 △152

賞与引当金の増減額（△は減少） △478 △645

受取利息及び受取配当金 △43 △56

支払利息 126 104

投資有価証券評価損益（△は益） 69 2

固定資産処分損益（△は益） 50 54

売上債権の増減額（△は増加） △5,755 △3,343

たな卸資産の増減額（△は増加） 328 △536

仕入債務の増減額（△は減少） 2,167 1,087

その他 △22 582

小計 2,877 4,822

利息及び配当金の受取額 43 55

利息の支払額 △124 △102

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 317 △3,016

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,113 1,758

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 41 △44

有形固定資産の取得による支出 △529 △2,098

有形固定資産の売却による収入 44 41

投資有価証券の取得による支出 △22 △356

その他 △17 △44

投資活動によるキャッシュ・フロー △483 △2,502

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △40 346

長期借入れによる収入 151 －

長期借入金の返済による支出 △784 △628

リース債務の返済による支出 △604 △820

配当金の支払額 △264 △339

その他 △20 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,562 △1,454

現金及び現金同等物に係る換算差額 11 △150

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,079 △2,349

現金及び現金同等物の期首残高 4,559 9,254

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,638

※
 6,904

EDINET提出書類

株式会社今仙電機製作所(E02231)

四半期報告書

19/30



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　該当事項はありません。 
２．持分法の適用に関する事項の変更 　該当事項はありません。
３．会計処理基準に関する事項の変更 　 資産除去債務に関する会計基準の適用

　 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号）を適用しております。

　　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第３四半期連結累計期間まで営業外収益に区分掲記しておりました「助成金収入」（当第３四半期連結累計期

間　4百万円）は、営業外収益の総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結累計期間より「その他」に含めて

表示しております。

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計

期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出については、実施たな卸を

省略し、第２四半期連結会計期間末の実施たな卸高を基礎として合理的な方

法により算出する方法によっております。

２. 法人税等の納付税額の算定   法人税等の納付税額の算定については、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。　　　 ※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。　　　

商品及び製品 1,474百万円

仕掛品 926百万円

原材料及び貯蔵品 2,838百万円

商品及び製品 1,322百万円

仕掛品 860百万円

原材料及び貯蔵品 2,745百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、49,918百万円であ

ります。 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、49,177百万円であ

ります。 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の処理

　　　四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。従って当四半期連結会計期

間末日は、金融機関の休日であったため四半期連結会

計期間末日満期手形が以下の科目に含まれておりま

す。　　　

────────　　　　

受取手形 43百万円

支払手形 9百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

　 （百万円）

　現金及び預金勘定　 5,938

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △300

　現金及び現金同等物 5,638

 

　 （百万円）

　現金及び預金勘定　 7,237

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △332

　現金及び現金同等物 6,904

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　18,172,737株　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　 215,263株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 　

４．配当に関する事項

　（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月13日

取締役会
普通株式 177 10平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金　

平成22年11月８日

取締役会
普通株式 161 9 平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金　

  　　　　（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の　効力

発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

 　　　　　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 

自動車部
品関連事
業
（百万円）

ワイヤー
ハーネス
関連事業
（百万円）

福祉機器
関連事業
（百万円）

自動車販
売関連事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 18,839 511 261 198 19,811 － 19,811

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
1 0 － 0 2     (2) －

計 18,841 512 261 199 19,814 (2) 19,811

営業利益又は営業損失（△） 1,734 14 36 △10 1,775 4 1,779

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 

自動車部
品関連事
業
（百万円）

ワイヤー
ハーネス
関連事業
（百万円）

福祉機器
関連事業
（百万円）

自動車販
売関連事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 50,5661,433 804 649 53,454 － 53,454

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
1 2 － 1 5 (5) －

計 50,5681,435 804 650 53,459 (5) 53,454

営業利益又は営業損失（△） 3,227 △40 111 △20 3,278 14 3,293

　（注）１　事業区分の方法は、製品の種類別区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1）自動車部品関連事業　　　　　機構製品、電装製品

(2）ワイヤーハーネス関連事業　　航空機用及び工作機械用ワイヤーハーネス

(3）福祉機器関連事業　　　　　　電動車いす、義手、義足

(4）自動車販売関連事業　　　　　新車及び中古車販売、自動車修理
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 12,605 2,419 4,786 19,811 － 19,811

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
4,011 0 310 4,322 (4,322) －

計 16,617 2,420 5,096 24,133 (4,322) 19,811

営業利益又は営業損失（△） 1,295 △19 519 1,795 (15) 1,779

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 34,711 6,603 12,139 53,454 － 53,454

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
8,777 0 660 9,438 (9,438) －

計 43,489 6,604 12,799 62,892 (9,438) 53,454

営業利益又は営業損失（△） 2,514 △213 959 3,260     32 3,293

　（注）１　国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1）北米　　　米国

(2）アジア　　台湾、フィリピン、中国、タイ、インド
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 北　米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,422 5,533 63 8,018

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 19,811

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
12.3 27.9 0.3 40.5

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 北　米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,607 15,126 93 21,827

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 53,454

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
12.3 28.3 0.2 40.8

　（注）１　国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1）北米　　　米国、カナダ

(2）アジア　　台湾、フィリピン、中国、タイ、インド

(3）その他　　英国、イタリア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、自動車部品関連事業については当社を中心に国内及び海外の包括的な戦略を立案しており、

その他の事業については各子会社が事業活動を展開していることから、製品の種類別区分により、「自動車部品

関連事業」、「ワイヤーハーネス関連事業」、「福祉機器関連事業」、「自動車販売関連事業」の４つを報告セグ

メントとしております。

「自動車部品関連事業」は主に機構製品、電装製品の製造販売を、「ワイヤーハーネス関連事業」は航空機用

及び工作機械用ワイヤーハーネスの製造販売を、「福祉機器関連事業」は電動車いす、義手、義足の製造販売を、

「自動車販売関連事業」は新車及び中古車販売、自動車修理を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

自動車
部品関連
事業

ワイヤー
ハーネス
関連事業

福祉機器
関連事業

自動車　販
売関連　事
業

合計

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 60,5811,662 821 709 63,775 － 63,775
(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高

0 6 1 2 10 　　　(10) －

計 60,5811,669 823 712 63,785 (10)63,775

セグメント利益又は損失（△） 5,199 41 83 △20 5,303 14 5,318
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　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

自動車
部品関連
事業

ワイヤー
ハーネス
関連事業

福祉機器
関連事業

自動車　販
売関連　事
業

合計

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 20,594 596 291 212 21,696 － 21,696
(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高

0 1 0 0 2 　　　(2) －

計 20,594 598 292 213 21,699 (2)21,696

セグメント利益又は損失（△） 1,873 14 33 △7 1,914 4 1,919

（注）１．セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号）及び「セグ

メント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号）を適用しております。

　

（金融商品関係）

　　　　金融商品の当第３四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。　

　

（有価証券関係）

　　有価証券の当第３四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。　　

　　 

（デリバティブ取引関係）

　　デリバティブ取引の当第３四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が　

ありません。　

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　資産除去債務の当第３四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日（注）と比較して著

しい変動がありません。

     （注）第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号）を適用しているため、前連結会計年度

の末日における残高に代えて、第１四半期連結会計期間の期首における残高と比較しております。

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　賃貸等不動産の総額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,712円30銭 １株当たり純資産額 1,615円57銭 

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 93円47銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
84円47銭 

１株当たり四半期純利益金額 149円98銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
134円63銭 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。　

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 1,646 2,675

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,646 2,675

期中平均株式数（千株） 17,615 17,838

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,875 2,034

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　　　 －
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 48円37銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
43円72銭 

１株当たり四半期純利益金額 61円00銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
55円12銭 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。　

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 852 1,095

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 852 1,095

期中平均株式数（千株） 17,617 17,957

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 1,873 1,915

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　　　 －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日までの所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行なっておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前

連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため記載しておりません。

 

２【その他】

平成22年11月８日開催の取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

１　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　161,618千円

２　１株当たり中間配当額　　　　　　　　　　　　　　　９ 円

３　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 平成22年12月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社今仙電機製作所
取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　井　金　丸　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 加　藤　浩　幸　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社今仙電機製

作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社今仙電機製作所及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月９日

株式会社今仙電機製作所
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 安　井　金　丸　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加　藤　浩　幸　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社今仙電機製

作所の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平

成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社今仙電機製作所及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社今仙電機製作所(E02231)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

